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6.6～
154kV

275～500kV

6.6kV

22kV

中間変電所

施設電源

商材：変電設備

UPS（無停電電源装置）

データセンター

半導体製造工場

商材：変電設備

産業変電

産業プラント

住 宅

100V 200V
柱上変圧器

産業電源

商材：整流器、炉用変圧器

SVC（無効電力補償装置）

SFC（静止形周波数変換器）

鉄道地上変電

電力変電
商材：変電設備

工場

施設電機 商材：変電設備

鉄道会社

ブレーカ

原子力発電火力発電 風力発電地熱発電水力発電

電磁開閉器

器具

商材：需給、エネルギー管理

監視制御・配電自動化

PCS（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ）

一次変電所

配電用変電所

6.6～
154kV

超高圧変電所

カーボンニュートラルを目指し
再エネ最大活用やBCPを実現

太陽光発電

商材：変電設備、整流器

蓄電PCS

安定化

蓄電システム

PCS

ｴﾈﾙｷﾞ-制御

ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

工場
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事業範囲
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エネルギーの安定供給、最適化、安定化に貢献

産業電源

（大容量変圧器）

産業変電

世界シェア 1位※

（大容量整流器）

（受変電設備）

電力変電

パワーコンディショナ
（蓄電PCS)

エネルギー
マネージメントシステム

（EMS）

無停電電源装置(ＵＰＳ）

電磁開閉器 配線用遮断器

国内シェア 1位※ 国内シェア 2位※

盤

国内シェアトップグループ

コマンドスイッチ

※シェアは2022年度実績、当社推定

※売上構成比は2022年度実績。セグメント間の内部取引等を消去・調整する前の金額に基づき算出。

売上高（2022年度実績）

2,641億円（国内 69% / 海外 31%）

国内シェア 2位※

器具（国内 73% / 海外 27%） ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（国内 78% / 海外 22%）

施設・電源ｼｽﾃﾑ（国内 61% / 海外 39%）

ｴﾈﾙｷﾞｰ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

21%

施設・電源
ｼｽﾃﾑ

40%

器具

39%

機械セットメーカ

受配電機器

一般産業・病院・
金融・その他

データセンター
半導体工場

電力変電

産業

鉄道

モールド変圧器

電力流通

制御リレ－

電力監視機器

高圧真空遮断器

国内シェア 2位※
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基本方針・事業概要
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（単位：億円）

中期計画の利益目標は2年前倒しで達成。2023年度は対前年増収増益を狙う。
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成果 課題
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2023年度
経営計画

0

7.5%

5.7%
6.7%

9.2%
10.2% 9.8%

8.3%

■外資IDC・半導体関連顧客の継続受注
■ものつくり強化（標準化、内製化、生産合理化）
■器具事業の収益体質強化

■海外事業の拡大
■新製品の上市遅れ
■シェアの継続的な維持拡大（器具）

器具の需要減少
→構造改革

器具の需要回復、シェアアップ

電気設備まるごとビジネスの伸長

2018年度
実績
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業績推移

〇営業利益

〇売上高

〇営業利益率
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分野
国内
海外

対前年
年間

市況の見方 （2023年度）

エネルギー
マネジメント

電力流通 国内 カーボンニュートラル分野は、国の補助金の効果もあり、系統蓄電池や需要家向け太陽光発電の
市場が拡大中。地域マイクログリッドも、脱炭素先行地域や再開発地域などで、多数の計画が進行中

電力分野

国内 変電分野は高度成長期に大量整備された老朽化対策の更新需要および次世代エネルギー関連で
設備投資が拡大。ただし、電力各社は業績悪化から全体的な投資抑制は継続

海外
アジア地域では、経済活動再開により電力需要回復の兆しはあるが、変電投資は抑制傾向
環境規制の強化や政府方針により、再エネ導入などの環境対策が加速

産業分野
国内

鉄鋼・化学を中心に製造業の設備投資は増加
又、カーボンニュートラル対応に向けた戦略的投資も増加傾向

海外 東南アジア各国のＧＤＰ伸長率は、前年度より上昇が予想されており、設備投資も回復が見込まれる

鉄道分野

国内
経済活動再開によりインバウンド需要回復により、業績悪化は一定の歯止め
設備投資は、安全、安定輸送確保に向け少しづつ回復を見込む

海外
アジア新興国を中心に鉄道新設計画が進むが、経済活動減速による投資計画の後倒しが発生、
緩やかに計画再開を見込む

施設・電源
システム

施設電源

国内 外資系IDC事業者の投資継続、国内IDC事業者も好調
社会インフラ・補助金事業は、堅調に推移

海外 世界の半導体市場が2024年には回復に転じる見通し。半導体需要が減少する中でも、先端半導体の
製造工場の新設や増設のための設備投資は、米国を中心に2023年も堅調に伸びる見通し

施設電機
国内 半導体投資はメモリ悪化で減速、工作機械は投資継続

海外 半導体投資はメモリ悪化で減速、インフラ公共施設、商業設備投資継続

器具

国内
機械セットメーカ向けは欧米利上げ影響による設備投資低調により上期は低調に推移、下期は旺盛
なEV投資や5G需要により回復を見込む。受配電盤メーカ向けはIDC案件の引き合いが継続

海外
中国は市況に減速感がみられるため上期低迷も下期から回復基調。半導体市況の減速影響を大きく
受けるシンガポール・韓台・米国は、下期より回復基調に転じる見通し

6

市況の見方
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機械セット市場 受配電市場

中国 中国以外

対22年101%
(+1%)

対22年 91%
(▲9%)

対22年 103%
(+3%)

先行手配の反動減が上期にあるも、EV投資・半導体投資
等の下支えもあり、年間では前年比103%

国

内

海

外

対22年 78%
(▲22%)

IDC需要の堅調さはあるも、再開発案件の勢いはまだ
弱く、対前年101％と想定

半導体市況の減速影響を上期に大きく受けるが、下期
から回復基調に転じる見立て

代理店在庫調整で上期は低迷
下期から回復基調と想定するが、年間では前年比91%

+10 pts

+6 pts +3 pts

+26 pts
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2023年度 器具市況の見立て（国内・海外）
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営業利益・営業利益率（億円）

サブセグメント別売上高（億円）受注高（億円）

国内・海外別売上高（億円）

売上拡大施策の展開と経営体質の強化

-58

+82

1,075 1,017

1,092 1,174

592 662

2,641 2,750

2022年度

実績

2023年度

経営計画

増減
+109

+70

+82

-58

-118 -103

エネルギー

マネジメント

施設・電源

システム

器具

連調 +15

10.2% 9.8%

269 270

2022年度

実績

2023年度

経営計画

+1

増減

-0.4%

国内

海外

1,819 1,811

822 939

2,641 2,750

2022年度

実績

2023年度

経営計画

増減

+118

-9

31% 34%海外比率

+109

海外

国内

3,263

2,635

2022年度

実績

2023年度

経営計画

増減

-628
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2023年度 事業方針・事業計画
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事業方針

重点施策

■体質強化施策の継続により利益の最大化を目指す

■カーボンニュートラル対応強化による事業拡大

■競争力のある製品開発の継続と、エンジニアリング力強化による事業拡大

■新製品投入、拡販施策の展開による売上目標の達成（器具）

■エンジニアリングおよびサービス体制の強化（国内・海外）

■グローバル商材の開発促進と市場投入（GIS※、変圧器、大容量UPSなど）

9

事業方針、重点施策

※GIS：ガス絶縁開閉装置
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市場ニーズにマッチした基幹機種の開発、新商品の発売
成長業種（顧客）へのスペックイン活動を軸にした受注拡大活動の展開

・ 半導体製造装置 ・ 工作機械 ・ IDC市場

中長期的に成長が期待できる業種(顧客)
へ継続的にアプローチ

 FEグループ商流(相互)活用、
協働プロジェクトによる商談開拓

 製品オファー拡充による顧客への
提案拡大

薄型コマンド
スイッチ

Plug-in 
ブレーカ

→半導体製造装置
→IDC市場

発売時期：’23/下期予定

器具の主力機種である「電磁開閉器」の
新型を市場投入

 カーボンニュートラルへの貢献
省エネ、再生可能材料の使用等

 市場ニーズにマッチした特長
小型化、高信頼化、配線性向上等

電磁開閉器

スプリング端子
F-QuiQ

→半導体製造装置
→工作機械

→工作機械

※売上割合は富士電機機器制御調べ

新型投入

電磁開閉器売上

（国内）

売上占有率(100%切り替え時）

10

重点施策＜器具＞
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発電プラントパワエレ インダストリー

パワエレ エネルギー

再エネ

再エネ活用

分散グリッド

系統蓄電池

水素製造

水素活用

熱・省エネ

カーボンニュートラル推進部

顧 客

2022年4月新設

案件集約
当該事業部門
へ展開

技術 開発事業

発電プラント・パワエレが
クロスボーダーで連携

営業部門

系統蓄電池、分散グリッド、再エネ活用案件の引き合い増加

引き合い件数

200件以上

ﾊﾟﾜｴﾚ ｴﾈﾙｷﾞｰ事業本部

11

重点施策＜エネルギーマネジメント＞
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カーボンニュートラル対応事業者様への提案および受注活動強化

分野 再エネ活用 系統蓄電池 分散グリッド

概要

状況

カーボンニュートラル達成のため、
自家消費を中心に需要家のPV導入
が拡大中

再エネ発電大量導入により、受給バランスを
維持する系統蓄電池の導入開始
補助金により急激に伸長中

再エネの自給自足やBCP目的に
地域マイクログリッドの検討増加
今後伸長する見込み

市場
見通し

需給調
整市場

電力卸
市場

ｋＷｈ

ΔｋＷ

大型蓄電システム

最
適
運
用
シ
ス
テ
ム

※市場の見通しは当社予測

※

2022年度 2023年度 2030年度

３．５倍

１．４倍

2022年度 2023年度 2030年度

３．０倍
継続的に
市場拡大中

１．2倍

2022年度 2023年度 2030年度

電力会社の送配電設備

需要家の
保有する

再エネ設備

他の場所に
ある

需要家施設

基幹電源

地域再エネ発電 受給調整力

避難施設
（病院など）

大口需要家 一般需要家

分散型電源管理
需要管理

電力広域機関

自己託送システ
ム

需要予測
発電予測

計画申請

12

重点施策＜エネルギーマネジメント＞
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FE：データセンター向けUPS（無停電電源装置）シェア

（33%）（26%） （34%） （33%） （40%）

IDC国内

IDC海外

半導体

100%

124% 125%

165%

191%

212%

2018年度実績 2019年度実績 2020年度実績 2021年度実績 2022年度実績 2023年度計画

(33.0%)

(41.0%)

(31.4%)

(27.0%)

（ ）海外比率

伸長率

(28.7%)

 64%  77% 

 66% 
 32% 

 46% 

(30.5%)

IDC海外

IDC国内

半導体

【外資系比率】

出典：富士キメラ総研「データセンタービジネス市場調査総覧（2019年～2023年版）」の

＜2018年～2022年のシェア＞より

データセンター 半導体工場

設備工事・サービス

エネルギーの安定供給

システム設計～据付工事～保守サービスまで一括提案

主な納入先

受変電設備

自家発電設備

UPS

監視システム

GIS変圧器

再エネ・蓄電システム・EMS

再生可能エネルギー
（太陽光・風力など）

蓄電システム ＥＭＳ

再エネ導入・省エネ

■「電気設備まるごとビジネス」に再エネ・系統蓄電池・EMSのセット
提案で事業拡大を目指す

ＩＤＣ・半導体関連売上高推移
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重点施策＜エネルギーマネジメント＞
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100%
119%

148%
169%

234%
246% 245%

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

国内の電機品設備投資内訳
（2019年を100とした伸長率）

その他 UPS PDUs 空調 Racks 監視 計

FE市場ターゲット

FAM

出典：2019～2024年の市場については、富士キメラ総研「データセンタービジネス市場調査総覧（2021、2022年）」の

＜設備投資動向・ファシリティ＞より ※2025市場は当社見通し

ＦＡＭ

 IDC・半導体向け製品納入の増大に対応したサービスメニューと体制強化

 ワンストップ窓口の体制つくり

 スポット契約から年間保守契約
への見直し

 海外サービスのローカル化推進
・トレーニング機、保守部品の配備
・ローカル試験員の育成

施策

 既納品の更新案件の取り込み
・更新需要に対するシステム提案

（更新周期は１５年程度） 100%

143%

182%
206%

237%

289%

326%

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

半導体 バッテリー更新 外資 日系 海外

※数値は2019年を100とした伸長率

ＩＤＣ・半導体向け保守売上高計画

ＩＤＣ設備投資予測～国内では2025年度までは
活況な投資継続が期待される

14

重点施策＜施設・電源システム＞

※FAM ：Fuji Available Market、PDU：Power Distribution Unit
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100%

184%
219%

294%

493%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度計画

変電機器 変換機器 電機盤 器具

※数値は2019年度を100とした伸長率

新製品投入、拡販施策の展開

新製品開発による市場展開（新規商材の投入推進）

機 種 仕 様
2022
年度

2023年度 2024
年度上期 下期

電磁開閉器
11-18A
2.2ｰ3.7kW

グ
ロ
ー
バ
ル
変
電
機
器

変圧器

FR3油

230kV

115kV

GIS
（ガス絶縁開閉装置）

245kV

168kV

123kV

C-GIS 72/84kV

中大容量UPS 2400kVA

蓄電池PCS
（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ）

1500V対応
BCP対応

※FR3油（天然エステル電気絶縁油）
100%再生可能な植物由来の絶縁油

開発 販売予定

形式試験

開発

短絡強度試験

改良・試験

販売開始

販売予定

販売予定

開発 販売予定

販売予定

販売予定

開発 販売予定

開発 販売開始

開発 販売予定

開発 販売予定

※

※

※C-GIS：ガス絶縁スイッチギア

認証

新製品売上高推移

15

重点施策＜共通＞

19年度
実績

20年度
実績

21年度
実績

22年度
実績

23年度
計画
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 エネルギーマネジメント
・開発試験設備の導入

 器具
・器具新製品の生産設備の導入

◆ エネルギーマネジメント
・グローバル商材
（変圧器、モルトラ、GIS、電機盤）

・ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ・環境貢献対応商材
（蓄電池システム、EMS）

◆ 施設・電源システム
・大容量ＵＰＳ系列拡大

69

119

2022年度

実績

2023年度

経営計画

(億円)

+50

設備投資額

65 69

2022年度

実績

2023年度

経営計画

(億円)

+4

研究開発費

16

設備投資、研究開発

※研究開発費をテーマに応じてセグメントに分類したもので、決算短信記載の数値とは異なります。
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１．本資料及び本説明会に含まれる予想値及び将来の見通しに関する記述・

言明は、弊社が現在入手可能な情報による判断及び仮定に基づいておりま

す。その判断や仮定に内在する不確実性及び事業運営や内外の状況変化

により、実際に生じる結果が予測内容とは実質的に異なる可能性があり、弊社

は、将来予測に関するいかなる内容についても、その確実性を保証するもので

はありません。

２．本資料は、情報の提供を目的とするものであり、弊社の株式の売買を勧誘する

ものではありません。

３．目的を問わず、本資料を無断で引用または複製することを禁じます。

17

注記


